
JP 2019-201520 A 2019.11.21

10

(57)【要約】
【課題】バッテリの充電等の際に共振器受電方式とアン
テナ受電方式のいずれにも適用可能な電子機器を提供す
ること。
【解決手段】誘電体基板４と、当該誘電体基板４の第１
の領域に配設され、当該誘電体基板４と対向して送電装
置２００の共振器１が配された際に当該送電装置２００
の共振器２０１と電磁結合することにより、当該送電装
置２００から第１の高周波電力を受電する共振器１と、
当該誘電体基板４の第２の領域に配設され、外部空間か
ら照射される電磁波との共振により、当該電磁波から第
２の高周波電力を受電するアンテナ部２と、入力段に当
該共振器１と当該アンテナ部２とが並列に接続されるよ
うに、当該誘電体基板４の第３の領域に配設され、当該
第１及び第２の高周波電力を整流して後段の電気負荷５
に出力する整流回路部３と、を備えている電子機器。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　誘電体基板と、
　前記誘電体基板の第１の領域に配設され、自身と対向して送電装置の共振器が配された
際に当該送電装置の共振器と電磁結合することにより、当該送電装置から第１の高周波電
力を受電する共振器と、
　前記誘電体基板の第２の領域に配設され、外部空間から照射される電磁波との共振によ
り、当該電磁波から第２の高周波電力を受電するアンテナ部と、
　入力段に前記共振器と前記アンテナ部とが並列に接続されるように、前記誘電体基板の
第３の領域に配設され、前記第１及び第２の高周波電力を整流して後段の電気負荷に出力
する整流回路部と、
　を備える電子機器。
【請求項２】
　前記整流回路部の入力段において前記共振器と前記アンテナ部とに分岐する分岐点から
前記アンテナ部まで延在する第１の接続線路の線路長は、前記アンテナ部が金属板で遮蔽
されている場合において、前記分岐点から前記アンテナ部へ向かう前記第１の高周波電力
の位相と、前記アンテナ部で反射して前記分岐点に戻る前記第１の高周波電力の位相とが
、前記分岐点において同位相となるように調整され、
　且つ、前記分岐点から前記共振器まで延在する第２の接続線路の線路長は、前記共振器
と対向して前記送電装置の共振器が配されていない場合において、前記分岐点から前記共
振器へ向かう前記第２の高周波電力の位相と、前記共振器で反射して前記分岐点に戻る前
記第２の高周波電力の位相とが、前記分岐点において同位相となるように調整されている
　請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記整流回路部と前記共振器とを接続する接続線路、及び前記整流回路部と前記アンテ
ナ部とを接続する接続線路は、所定の特性インピーダンスとなるように調整されたマイク
ロストリップ線路又はコプレーナ線路によって構成されている
　請求項１又は２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記送電装置は、自身が有する共振器を受電側の前記共振器と対向して配した際に前記
アンテナ部を被覆する金属部材を備えている
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記共振器及び前記アンテナ部は、前記誘電体基板の基板面に形成された導体パターン
によって構成されている
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の電子機器。
【請求項６】
　前記共振器は、閉曲線線路の一部に開放部が形成された構造を有する
　請求項５に記載の電子機器。
【請求項７】
　前記アンテナ部は、パッチアンテナである
　請求項５又は６に記載の電子機器。
【請求項８】
　前記電気負荷は、バッテリである
　請求項１乃至７のいずれか一項に記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、電子機器に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、電源が出力する電力を非接触で電気負荷に伝送するワイヤレス給電が知られてい
る。この種のワイヤレス給電技術は、特に、携帯電話又は家電製品等の電子機器へのバッ
テリ充電に応用されている。
【０００３】
　ワイヤレス給電の手法としては、外部空間から照射される電磁波に対してアンテナを共
振させることにより当該電磁波の電力を回収する方法（以下、「アンテナ受電方式」と称
する）、及び、共振器間における電磁結合を利用して送電装置から電力を回収する方法（
以下、「共振器受電方式」と称する）等が知られている（例えば、特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－２５９３３５号公報
【特許文献２】特許第６３０４５２０号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、アンテナ受電方式は、複数の電子機器と同時に一括で充電等を実行し得る点
で有用であるが、一方で単位時間当たりに回収し得る電力が小さく、充電時間が長くなる
という問題を有する。
【０００６】
　一方、共振器受電方式は、単位時間当たりに回収し得る電力が大きく、充電時間の短縮
化を図れる点で有用であるが、送電装置側の共振器と隣接して配置しなければならないた
め、充電器（即ち、送電装置の共振器）の持ち運び等の手間や不自由さが発生する。
【０００７】
　このように、アンテナ受電方式と共振器受電方式とは、利用態様が異なるため、電子機
器においては、いずれの方式も適用し得るように、アンテナと共振器の両方を搭載し、使
い手の都合や又は状況等に応じて簡単に切り替えられるようにすることが望ましい。
【０００８】
　本開示は、上記の問題点に鑑みてなされたもので、バッテリの充電等の際に共振器受電
方式とアンテナ受電方式のいずれにも適用可能な電子機器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前述した課題を解決する主たる本開示は、
　誘電体基板と、
　前記誘電体基板の第１の領域に配設され、自身と対向して送電装置の共振器が配された
際に当該送電装置の共振器と電磁結合することにより、当該送電装置から第１の高周波電
力を受電する共振器と、
　前記誘電体基板の第２の領域に配設され、外部空間から照射される電磁波との共振によ
り、当該電磁波から第２の高周波電力を受電するアンテナ部と、
　入力段に前記共振器と前記アンテナ部とが並列に接続されるように、前記誘電体基板の
第３の領域に配設され、前記第１及び第２の高周波電力を整流して後段の電気負荷に出力
する整流回路部と、
　を備える電子機器である。
【発明の効果】
【００１０】
　本開示に係る電子機器によれば、バッテリの充電等の際に共振器受電方式とアンテナ受
電方式のいずれにも適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
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【図１】一実施形態に係る電子機器の全体構成の一例を示す図
【図２】一実施形態に係る電子機器における共振器受電方式での受電態様の一例を示す図
【図３】一実施形態に係る電子機器におけるアンテナ受電方式での受電態様の一例を示す
図
【図４】一実施形態に係る共振器及びアンテナ部の構成の一例を示す平面図
【図５】一実施形態に係る共振器及びアンテナ部の構成の一例を示す斜視図
【図６】一実施形態に係る共振器及びアンテナ部の構成の一例を示す側面断面図
【図７】一実施形態に係る共振器の構成の一例を示す拡大図
【図８】一実施形態に係る第１の送電装置の共振器の構成を示す平面図
【図９】一実施形態に係る第１の送電装置の共振器と電子機器の共振器を対向して配した
状態を示す平面図
【図１０】一実施形態に係る第１の送電装置の共振器と電子機器の共振器を対向して配し
た状態を示す斜視図
【図１１】一実施形態に係る電子機器の伝達特性を検証したシミュレーション結果
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に添付図面を参照しながら、本開示の好適な実施形態について詳細に説明する。尚
、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能を有する構成要素については、同一の
符号を付することにより重複説明を省略する。
【００１３】
［電子機器の全体構成］
　以下では、一例として、本発明を携帯電話に適用した態様について説明する。
【００１４】
　図１は、電子機器１００の全体構成の一例を示す図である。図２は、電子機器１００に
おける共振器受電方式での受電態様の一例を示す図である。図３は、電子機器１００にお
けるアンテナ受電方式での受電態様の一例を示す図である。
【００１５】
　本実施形態に係る電子機器１００は、共振器１、アンテナ部２、整流回路部３、誘電体
基板４、及び、バッテリ５を備えている。
【００１６】
　本実施形態に係る電子機器１００は、バッテリ５の充電の際に、共振器１を用いた共振
器受電方式、及び、アンテナ部２を用いたアンテナ受電方式のいずれにも適用することが
可能な構成となっている。
【００１７】
　電子機器１００は、共振器受電方式で受電を実行する際には、図２に示すように、自身
の共振器１が第１の送電装置２００側の共振器２０１と対向するように、配置される。電
子機器１００は、この際には、共振器１と共振器２０１の間の電磁結合を利用して、第１
の送電装置２００から電力を回収する。これによって、大電力の受電が可能となり、バッ
テリ５への急速充電を実行することが可能となる。
【００１８】
　第１の送電装置２００は、例えば、商用電源（６０Ｈｚ、１００Ｖ）から高周波電力を
生成する発振器（図示せず）、及び当該発振器からの高周波電力を取得する共振器２０１
を含んで構成される。尚、第１の送電装置２００の共振器２０１に送出される高周波電力
の周波数は、典型的には、当該共振器２０１、及び、電子機器１００の共振器１の共振周
波数に対応する周波数（例えば、ミリ波帯域の特定の周波数）となるように設定される。
【００１９】
　一方、電子機器１００は、アンテナ受電方式で受電を実行する際には、図３に示すよう
に、第２の送電装置３００によって送出された所定周波数の電磁波が伝搬される容器内に
配置される。電子機器１００は、この際には、アンテナ部２が当該電磁波と共振すること
により、容器内に伝搬する電磁波の電力を回収する。これによって、電子機器１００は、
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例えば、容器内に配置された他の電子機器（図３には、２つの電子機器１００＿１及び１
００＿２を図示する）と共に、同時に、充電を実行することが可能である。
【００２０】
　第２の送電装置３００は、例えば、容器内に、所定周波数の電磁波を放射するマグネト
ロン発振器、ガン発振器、又は半導体による発振器（例えば、インバータ）とアンプ等（
図示せず）を含んで構成される。尚、第２の送電装置３００から送出される高周波電力の
周波数は、典型的には、電子機器１００のアンテナ部２の共振周波数に対応する周波数（
例えば、ミリ波帯域の特定の周波数）となるように設定される。
【００２１】
　次に、電子機器１００の各部の構成について、詳述する。
【００２２】
　図４は、共振器１及びアンテナ部２の構成の一例を示す平面図である。図５は、共振器
１及びアンテナ部２の構成の一例を示す斜視図である。図６は、共振器１及びアンテナ部
２の構成の一例を示す側面断面図（図４のＦ－Ｆ’の位置における側面断面図）である。
図７は、共振器１の構成の一例を示す拡大図である。
【００２３】
　誘電体基板４は、共振器１、アンテナ部２、及び、整流回路部３等が配設される基板で
ある。誘電体基板４内には、これらの各部品（共振器１、アンテナ部２、及び整流回路部
３）が配設されると共に、これらの各部品を互いに電気的に接続する配線（図４のＬ１、
Ｌ２及びＬ３）がパターン形成されている。
【００２４】
　誘電体基板４の下面には、全領域に亘って接地導体４ａが形成されている。つまり、誘
電体基板４の上面側に形成された配線は、マイクロストリップ線路として、構成されてい
る。但し、誘電体基板４上に形成される配線は、コプレーナ線路等として構成されてもよ
い。
【００２５】
　誘電体基板４の材料は、本発明では特に限定されないが、例えば、サファイア基板を用
いることができる。但し、誘電体基板４としては、半導体基板、ＰＣＢ（Printed Circui
t Board）基板等が用いられてもよいし、多層基板等が用いられてもよい。
【００２６】
　共振器１は、誘電体基板４と対向して配置された送電装置２００の共振器２０１と電磁
結合して、当該送電装置２００から受電する。尚、電磁結合による電力伝送の態様として
は、電磁誘導のみを利用したものであってもよいが、より好適には、磁界共鳴又は電界共
鳴を利用したものとする。かかる観点から、共振器１と送電装置２００の共振器２０１と
は、共振周波数が同一となるように調整されたものが用いられるのが望ましい。
【００２７】
　共振器１は、典型的には、誘電体基板４の基板面の第１の領域に形成された導体パター
ンによって構成されている。共振器１（及び、送電装置２００の共振器２０１）としては
、好適には、閉曲線線路の一部に開放部１ａが形成された構造を有する共振器（典型的に
は、リング形状を呈しており、オープンリング共振器とも称される）が用いられる。オー
プンリング共振器は、放射損失が小さく、加えて高い伝送効率を得られる点で、特に有用
である。
【００２８】
　オープンリング共振器を用いた共振器１及び共振器２０１は、典型的には、金属線をリ
ング状にして両端を近接させて構成される（図７を参照）。当該共振器１、２０１の金属
線は、例えば、電位差の最大となる両端が近接するように、送受する高周波電力の波長の
１／２の奇数倍の長さ程度に設定される。そして、送電側の共振器１と受電側の共振器２
０１とは、平面視において、互いに中心点Ｃ０をあわせて対向して配設され、且つ、共振
器１における開放部１ａと中心点Ｃ０とを結ぶ線１ａｌと、共振器２０１における開放部
２０１ａと中心点Ｃ０とを結ぶ線２０１ａｌとの間のなす角度（即ち、共振器１の開放端
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と共振器２０１の開放端との間のリングの周方向における角度差）が、例えば、９０°以
上、より好適には１８０°の角度を有するように配設される。かかる構成によって、磁界
の共振と電界の共振の両方が、共振器１と共振器２０１の間で同相となり、共鳴が最も強
くなる（調相結合とも称される）。これにより、例えば、波長の１／４程度の距離でもほ
ぼ１００％の電力伝送が可能となる。
【００２９】
　アンテナ部２は、外部空間（ここでは、第２の送電装置３００）から照射される電磁波
との共振により、当該電磁波の電力を回収する。即ち、アンテナ部２は、電磁誘導を利用
することなく、第２の送電装置３００から放射される電磁波の電力を回収する。
【００３０】
　アンテナ部２は、典型的には、誘電体基板４の基板面の第２の領域に形成された導体パ
ターンによって構成されている。アンテナ部２としては、例えば、パッチアンテナが用い
られる。アンテナ部２を構成する導体バターンは、例えば、第２の送電装置３００から放
射される電磁波の波長の１／２の整数倍の長さ程度に設定され、第２の送電装置３００か
ら放射される電磁波に対して共振するように構成されている。
【００３１】
　尚、共振器１とアンテナ部２とは、同一の周波数帯域の共振周波数を有するように設定
されている。換言すると、本実施形態に係る電子機器１００においては、アンテナ受電方
式を利用して受電する場合と、共振器受電方式を利用して受電する場合とで、同一の周波
数帯域が用いられる。これによって、後段の整流回路部３を特定周波数帯域に対応させて
構成することができるため、アンテナ受電方式を利用して受電する場合と共振器受電方式
を利用して受電する場合のいずれの場合でも、高い電力変換効率を確保することが可能と
なる。
【００３２】
　但し、共振器１とアンテナ部２とは、異なる周波数帯域の共振周波数を有するように設
定されてもよい。これによって、アンテナ部２を金属部材（後述）で被覆しない状態でも
、共振器１で受電した電力が、アンテナ部２から放射されることを抑制することもできる
。
【００３３】
　整流回路部３は、入力段に共振器１とアンテナ部２とが並列に接続され、共振器１及び
アンテナ部２のいずれかが回収した高周波電力を整流して、後段のバッテリ５に出力する
（図４、図５を参照）。
【００３４】
　整流回路部３は、例えば、ボルテージダブラ型の整流回路であって、誘電体基板４の基
板面の第３の領域に形成された複数のショットキーバリアダイオード等によって構成され
る。尚、誘電体基板４上に整流回路部３を形成する手法は、公知の構成と同様であるため
、ここでの説明は省略する（例えば、特許文献２を参照）。
【００３５】
　整流回路部３の後段には、例えば、バッテリ５が接続され、バッテリ５は、整流回路部
３から出力される直流電力によって充電を実行する。
【００３６】
　ここで、電子機器１００の共振器１と第１の送電装置２００の共振器２０１とが対向し
て配設された状態について、説明する。
【００３７】
　図８は、第１の送電装置２００の共振器２０１の構成を示す平面図である。図９は、第
１の送電装置２００の共振器２０１と電子機器１００の共振器１を対向して配した状態を
示す平面図である。図１０は、第１の送電装置２００の共振器２０１と電子機器１００の
共振器１を対向して配した状態を示す斜視図である。
【００３８】
　本実施形態に係るアンテナ部２は、共振器１で受電した電力が当該アンテナ部２から放
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射されることを抑制するため、共振器１を用いて受電する際には、金属部材によって、被
覆される構成となっている。
【００３９】
　図８に示すように、第１の送電装置２００の共振器２０１は、誘電体基板２０２の基板
面に形成された導体パターンによって構成されている。そして、誘電体基板２０２の共振
器２０１の周囲領域には、電子機器１００のアンテナ部２を被覆するように第２の導体パ
ターン２０３（以下、「金属部材２０３」と称する）が形成されている。尚、図９、図１
０では、第１の送電装置２００の構成を点線で描いている。
【００４０】
　当該構成によって、共振器２０１と共振器１とを対向して配置した際には、電子機器１
００のアンテナ部２は、第１の送電装置２００に形成された金属部材２０３によって被覆
されることになる。
【００４１】
　尚、図１０では、第１の送電装置２００の誘電体基板２０２と、電子機器１００の誘電
体基板４とが、ガラス基板を介して対向した状態を示している。
【００４２】
［アンテナ部と共振器の接続構造］
　次に、図４及び図１１を参照して、本実施形態に係る電子機器１００における、共振器
１とアンテナ部２の接続構造について説明する。
【００４３】
　本実施形態に係る電子機器１００においては、整流回路部３の入力段には、当該整流回
路部３と直結する接続線路Ｌ３の端部の分岐点Ｌ０から、共振器１まで延在する接続線路
Ｌ１（以下、「共振器側接続線路Ｌ１」と称する）とアンテナ部２まで延在する接続線路
Ｌ２（以下、「アンテナ側接続線路Ｌ２」と称する）とが、分岐して接続されている。尚
、これらの接続線路Ｌ１，接続線路Ｌ２、及び接続線路Ｌ３は、例えば、特性インピーダ
ンスが５０Ωに調整されたマイクロストリップ線路により構成されている。
【００４４】
　本実施形態に係る電子機器１００においては、このように、共振器１、アンテナ部２及
び整流回路部３を、同一の誘電体基板４上に配設することによって、接続線路Ｌ１、Ｌ２
、Ｌ３内におけるインピーダンスの不整合が生じにくい回路構成を実現している。又、共
振器１と整流回路部３の間、若しくはアンテナ部２と整流回路部３の間にワイヤボンディ
ング等が介在することがないため、接続線路Ｌ１、Ｌ２、Ｌ３内の電位を安定化させるこ
とにもつながる。これによって、共振器１又はアンテナ部２が回収した高周波電力のＲＦ
／ＤＣ変換効率を向上させることができる。
【００４５】
　但し、分岐点Ｌ０においては、共振器１、アンテナ部２及び整流回路部３が接続された
状態となるため、当該分岐点Ｌ０においてインピーダンスの不整合が生じるおそれがある
。そして、当該状態は、リターンロスの発生を誘起する。
【００４６】
　本実施形態に係る電子機器１００においては、当該状態を回避するため、アンテナ側接
続線路Ｌ２の線路長ｔ２及び共振器側接続線路Ｌ１の線路長ｔ１の調整により、アンテナ
部２を用いて受電する場合は共振器１があたかも接続されていないように、共振器１を用
いて受電する場合はアンテナ部２があたかも接続されていないように見える状態とする。
【００４７】
　まず、アンテナ部２を用いて受電した際の当該電力の挙動について説明しつつ、共振器
側接続線路Ｌ１の線路長ｔ１の設定について説明する。
【００４８】
　本実施形態に係る電子機器１００において、アンテナ部２を用いて受電する場合には、
図４に示すように、共振器１及びアンテナ部２は、共に、空気に露出された状態となる。
そして、アンテナ部２は、第２の送電装置３００から所定周波数の電磁波が照射されるに
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応じて当該電磁波と共振して、当該電磁波の電力を回収する。そして、アンテナ部２は、
回収した高周波電力を、整流回路部３に向けて送出する。
【００４９】
　アンテナ部２が回収した高周波電力は、整流回路部３に向かう際に、分岐点Ｌ０から共
振器１側にも分流する。この際、共振器１には、相手の共振器２０１が配置されていない
ため、共振器１に到達した高周波電力は、外部空間に放射されることなく、そのまま分岐
点Ｌ０側に反射する。即ち、共振器１における放射損失が存在しないため、共振器１にお
ける振幅反射率は１（即ち、全反射）とみなせる。但し、反射時の位相の変化は共振器１
の特性により変化する。
【００５０】
　ここで、共振器１で反射して分岐点Ｌ０に戻る高周波電力の位相角は、共振器側接続線
路Ｌ１の線路長ｔ１に依拠する。このとき、分岐点Ｌ０から共振器１へ向かう高周波電力
の位相と共振器１で反射して分岐点Ｌ０へ向かう高周波電力の位相とが、分岐点Ｌ０で同
位相であれば、共振器側接続線路Ｌ１が存在しない場合と等価である。つまり、共振器側
接続線路Ｌ１に起因したインピーダンス不整合の発生を抑制することができる。
【００５１】
　そこで、本実施形態に係る共振器側接続線路Ｌ１の線路長ｔ１は、アンテナ部２で受電
して分岐点Ｌ０から共振器１へ向かう高周波電力の位相と、共振器１で反射して分岐点Ｌ
０に戻る当該高周波電力の位相とが、線路長ｔ１を変えることで分岐点Ｌ０において同位
相となるように調整されている。
【００５２】
　共振器側接続線路Ｌ１の線路長ｔ１の調整には、例えば、整流回路部３側に入力ポート
を配し、アンテナ部２の位置に出力ポートを配し、入力ポートから高周波電力を入力した
際に出力ポートで検出される透過波を観察する手法を用いることができる。例えば、入力
ポートから入力した高周波電力の全てがアンテナ部２側の出力ポートに透過するように、
共振器側接続線路Ｌ１の線路長ｔ１を調整することによって、上記構成を実現することが
できる。但し、共振器側接続線路Ｌ１の線路長ｔ１の調整は、シミュレーションに限らず
、実験により行われてもよい。
【００５３】
　次に、共振器１を用いて受電した際の当該電力の挙動について説明しつつ、アンテナ側
接続線路Ｌ２の線路長ｔ２の設定について説明する。
【００５４】
　共振器１を用いて受電する際には、中心軸を揃えるように、共振器１と送電装置２００
の送電装置２００の共振器２０１とが対向して配置される。この際、アンテナ部２は、第
１の送電装置２００の誘電体基板２０２上に形成された第２の導体パターン２０３によっ
て、被覆されることになる。
【００５５】
　共振器１は、送電装置２００の共振器２０１との電磁結合によって、送電装置２００か
ら高周波電力を受電する。そして、共振器１は、受電した高周波電力を、整流回路部３に
向けて送出する。この際、共振器１から整流回路部３に向かう高周波電力は、分岐点Ｌ０
から、アンテナ部２側にも分流する。
【００５６】
　一方、アンテナ部２には、上記したように、遮蔽用の金属部材（第２の導体パターン２
０３に）が配置されているため、アンテナ部２からの電磁波の放射は抑制され、アンテナ
部２における反射率は１（即ち、全反射）とみなせる。
【００５７】
　ここで、アンテナ部２で反射して分岐点Ｌ０に戻る高周波電力の位相角は、アンテナ側
接続線路Ｌ２の線路長ｔ２に依拠する。このとき、分岐点Ｌ０からアンテナ部２へ向かう
高周波電力の位相とアンテナ部２で反射して分岐点Ｌ０へ向かう高周波電力の位相とが、
分岐点Ｌ０で同位相であれば、アンテナ側接続線路Ｌ２が存在しない場合と等価である。



(9) JP 2019-201520 A 2019.11.21

10

20

30

40

50

つまり、アンテナ側接続線路Ｌ２に起因したインピーダンス不整合の発生を抑制すること
ができる。
【００５８】
　そこで、本実施形態に係るアンテナ側接続線路Ｌ２の線路長ｔ２は、共振器１で受電し
て分岐点Ｌ０からアンテナ部２へ向かう高周波電力の位相と、アンテナ部２で反射して分
岐点Ｌ０に戻る当該高周波電力の位相とが、分岐点Ｌ０において同位相となるように調整
されている。
【００５９】
　そこで、アンテナ側接続線路Ｌ２の線路長ｔ２の調整には、例えば、整流回路部３側に
入力ポートを配し、共振器１の位置に出力ポートを配し、入力ポートから高周波電力を入
力した際に出力ポートで検出される透過波を観察する手法を用いることができる。例えば
、入力ポートから入力した高周波電力の全てが共振器１側の出力ポートに透過するように
、アンテナ側接続線路Ｌ２の線路長ｔ２を調整することによって、上記構成を実現するこ
とができる。
【００６０】
　図１１は、本実施形態に係る電子機器１００の伝達特性を検証したシミュレーション結
果である。図１１において、縦軸は反射率又は透過率を表し、横軸はアンテナ部２又は共
振器１に対して入力する高周波電力の周波数を表す。
【００６１】
　図１１のＳ１グラフは、整流回路部３側から共振器１及びアンテナ部２に対して高周波
電力を入力した際に、共振器１又はアンテナ部２から整流回路部３に戻ってくる反射波の
反射率を算出したシミュレーション結果である。このアンテナ部２は受電用に用いられる
が、アンテナ特性は送受電で相反性があるので、送電と受電での反射率は同一であり、こ
の特性で受電効率を推定することが出来る。尚、このＳ１グラフは、送電装置２００の共
振器２０１が配置されていない条件下で算出されている。つまり、アンテナ部２は空気に
露出しており、また共振器１には相手となる共振器が存在しない。
【００６２】
　図１１のＳ２グラフは、整流回路部３側から共振器１及びアンテナ部２に対して高周波
電力を入力した際に、共振器１から共振器２０１への透過率を示すものである。尚、この
Ｓ２グラフは、共振器１と対向して送電装置２００の共振器２０１が配置されている条件
下で、且つ、アンテナ部２が金属部材で被覆された条件下で算出されている。
【００６３】
　図１１のＳ３グラフは、上記Ｓ２グラフと同様の条件下で、整流回路部３側に戻ってく
る反射波の反射率を算出したものである。
【００６４】
　Ｓ１グラフから、共振器１やアンテナ部２を覆う金属板が無い場合は、アンテナ部２が
共振する周波数（図では、５．８ＧＨｚ）で大きな散逸が発生している。これは電波とし
て外部への放散で、分岐点Ｌ０での反射が無く受電に於いても所定のアンテナとして機能
していることを示している。又、外部に共振器１とアンテナ部２を覆う金属板を置いた場
合、Ｓ２グラフから、整流回路部３側から送出した高周波電力は、共振器１の周波数特性
を反映するように、広い周波数帯域に亘って１００％近くの透過率で、共振器１から共振
器２０１に対して伝送されることが確認できる。又、Ｓ３グラフから、整流回路部３側か
ら送出した高周波電力は、整流回路部３側に戻ることなく、共振器１から共振器２０１に
対して透過していることが確認できる。
【００６５】
［効果］
　以上のように、本実施形態に係る電子機器１００は、誘電体基板４と、当該誘電体基板
４の第１の領域に配設され、当該誘電体基板４と対向して送電装置２００の共振器１が配
された際に当該送電装置２００の共振器２０１と電磁結合することにより、当該送電装置
２００から第１の高周波電力を受電する共振器１と、当該誘電体基板４の第２の領域に配
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設され、外部空間から照射される電磁波との共振により、当該電磁波から第２の高周波電
力を受電するアンテナ部２と、入力段に当該共振器１と当該アンテナ部２とが並列に接続
されるように、当該誘電体基板４の第３の領域に配設され、当該第１及び第２の高周波電
力を整流して後段のバッテリ５に出力する整流回路部３と、を備えている。
【００６６】
　従って、本実施形態に係る電子機器１００によれば、バッテリ５に対する接続線路の切
り替え動作を行うことなく、共振器受電方式（例えば、共振器１を用いた急速充電）及び
アンテナ受電方式（例えば、アンテナ部２を用いた一括充電）のいずれにも適用すること
ができる。又、共振器１、アンテナ部２及び整流回路部３を、同一の誘電体基板４上に配
設することによって、接続線路内におけるインピーダンスの不整合を抑制し、受電した高
周波電力のＲＦ／ＤＣ変換効率を向上させることができる。加えて、共通の整流回路部３
を用いることによって、電子機器１００の小型化にも資する。
【００６７】
　又、本実施形態に係る電子機器１００においては、アンテナ側接続線路Ｌ２（第１の接
続線路）の線路長ｔ２は、第１の送電装置２００の共振器２０１が共振器１に対向して配
設され、アンテナ部２側が金属板で遮蔽されている場合において、分岐点Ｌ０からアンテ
ナ部２へ向かう第１の高周波電力（共振器１で受電した高周波電力）の位相と、アンテナ
部２で反射して分岐点Ｌ０に戻る第１の高周波電力の位相とが、分岐点Ｌ０において同位
相となるように調整されている。加えて、共振器側接続線路Ｌ１（第２の接続線路）の線
路長ｔ１は、第１の送電装置２００の共振器２０１とアンテナ部２が金属板で遮蔽されて
いない場合において、分岐点Ｌ０から共振器１へ向かう第２の高周波電力（アンテナ部２
で受電した高周波電力）の位相と、共振器１で反射して分岐点Ｌ０に戻る第２の高周波電
力の位相とが、分岐点Ｌ０において同位相となるように調整されている。
【００６８】
　これによって、共振器１で受電した際には、分岐点Ｌ０から見たアンテナ部２側の線路
Ｌ２は、等価的に存在しない状態とみなすことができる。又、アンテナ部２で受電した際
には、分岐点Ｌ０から見た共振器１側の線路Ｌ１は、等価的に存在しない状態とみなすこ
とができる。これにより、分岐点Ｌ０におけるインピーダンスの不整合に起因した電力損
失を回避することが可能であり、共振器１又はアンテナ部２のいずれで受電した高周波電
力についても、高い電力変換効率を達成することができる。
【００６９】
　又、本実施形態に係る送電装置２００は、自身の共振器２０１を共振器１と対向して配
する際に、アンテナ部２を被覆可能な金属部材２０３を備えている。これによって、共振
器１で受電した電力が当該アンテナ部２から放射されることを抑制することができる。
【００７０】
（その他の実施形態）
　本発明は、上記実施形態に限らず、種々に変形態様が考えられる。
【００７１】
　上記実施形態では、共振器１の一例として、オープンリング共振器を用いる態様を示し
た。しかしながら、本発明の共振器１としては、種々の共振器を適用することが可能であ
り、リング共振器又はスパイラル共振器等を適用することもできる。
【００７２】
　又、上記実施形態では、アンテナ部２の一例として、パッチアンテナを用いる態様を示
した。しかしながら、本発明のアンテナ部２は、種々のアンテナを適用することが可能で
あり、例えば、スロットアンテナ又はダイポールアンテナ等を適用することもできる。
【００７３】
　又、上記実施形態では、アンテナ部２を被覆するための金属部材の一例として、第１の
送電装置２００に設けられた金属部材２０３を用いる態様を示した。しかしながら、アン
テナ部２を被覆するための金属部材としては、電子機器１００の筐体に設けた可動式の導
体板等であってもよい。
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【００７４】
　又、上記実施形態では、整流回路部３の一例として、ボルテージダブラ型の整流回路を
用いる態様を示したが、全波整流型の整流回路等が用いられてもよい。又、整流回路部３
には、更に、平滑化コンデンサ又はフィルタ部（例えば、オープンスタブ）等が配設され
てもよい。又、整流回路部３は、誘電体基板４とは別体の半導体チップ上に形成されたも
のであってもよい。
【００７５】
　又、上記実施形態では、整流回路部３の後段に、電子機器１００が搭載するバッテリ５
が接続された態様を示した。しかしながら、本発明の電力供給対象としては、バッテリ５
以外の種別の電気負荷であってもよい。
【００７６】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、請求の範囲を限定
するものではない。請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々に変形、
変更したものが含まれる。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
　本開示に係る電子機器によれば、バッテリの充電等の際に共振器受電方式とアンテナ受
電方式のいずれにも適用することができる。
【符号の説明】
【００７８】
　１　共振器
　２　アンテナ部
　３　整流回路部
　４　誘電体基板
　５　バッテリ
　１００　電子機器
　２００　第１の送電装置
　２０１　共振器
　２０２　誘電体基板
　２０３　金属部材
　３００　第２の送電装置
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